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―大臣の政治責任制の構造と動態―
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本稿の目的は，第三共和制の比較的初期の段階において，1875 年憲法的

諸法律に基づく大臣責任制が如何にして形成・展開・確立したかを跡付ける

ことにある。第三共和制初期の政治動態において，それまでの変動極まりな

い体制転換に終止符が打たれ，フランスにおける共和制統治が確立された。

同時期における大臣責任制の形相を具体的に把握することで，フランス共和

政体の統治構造， もとい議院内閣制の， 19 世紀末期における新生面を， 具体

的な形で把握することが可能である。また，本稿の主題は，大革命以来の諸

体制を縦断する，同国憲法史にとっての一般的関心事ともいえる。本稿の問

題関心は，第三共和制において確立された大臣責任制が，同国の大臣責任制
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の歴史的展開の中で有する位置づけを同定することにも置かれているのであ

る。本稿の行論は，200有余年のフランス大臣責任史から，僅々一頁を切り取

るものであり，それ故，そこでの検討は，次の諸点に関して限定的である。

第一に，本稿の扱う主題である「大臣責任制」は，政治的な原理に基づく

それであり，弾劾制的類型のものは捨象される。フランス大臣責任制は，歴

史的に，政治的な責任原理に基づく大臣責任制と，法的・刑事的な責任原理

に基づく大臣弾劾制の二本柱を建てつける形で形成・展開してきた。イギリ

ス憲政史との顕著な相違は，同国では遅くとも 19 世紀初頭までには殆ど完

全に克服された大臣弾劾制が，フランスにおいては，19 世紀中盤以降，周

縁化を被りつつも，20 世紀まで保存された点に求められる1） 2）。第二に，

1870 年 9 月の対独敗戦から 1875 年の憲法的諸法律が成立するまでの時期

―第三共和制の 「黎明期」 ―に関する行論は， 1875 年憲法体制の成立背

景を論じるのに必要な限りにおいて為される。ティエールという政治的パー

ソナリティによって性格づけられる同時期の政治動態は，そこでの統治権力

組織化原理において，1852 年憲法体制にこそ近似しており，またそれ故に

こそ，「過渡期的な」性格を有している。かような性格づけに関する議論は， 

1875 年憲法体制成立以降の「初期」第三共和制の文脈とは切り離した形

で，個別的な形で，詳細に為される必要があろう。第三に，本稿では，第三

共和制の政治動態において，後年常態化するに至った大臣責任制形骸化の消

息に関して，検討対象から捨象する。第三共和制の議院内閣制は，後年，事

実上の会議政体に変質したと見てよいが，かような消息は，自律的な大臣衆

による統治を論理的前提に置く大臣責任制が形骸化したことと軸を一にす

る。しかし，かような問題はそれとして独立した論稿による集中的考察を要

する重大問題である。本稿はさしあたり，フランスにおける共和政体確立期

における権力組織化の過程で，その具体的一方途として採用された大臣責任

制が，権力―責任システムの如何なる規範形態として構築されたかを分析す

ることに充てられる。

条文総数 34 を数えるに過ぎない 1875 年憲法的諸法律の全貌からして，同
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憲法体制が当初規定した統治機構像も，簡素な素描に過ぎない。そこで，本

稿は，まず第 1章において，制憲過程を政治・思想の両文脈から分析し，議

会・大統領・大臣のトリアーデが如何なる形で構想されていたかを確認す

る。1875 年憲法的諸法律が，王党派，共和派，その他諸派の角逐と妥協の

上に成立したものである以上，一枚岩的な制憲者意思を同定することは難し

い。しかし，そうであるにせよ，制憲過程へのアプローチは重要な意義を持

つであろう。そして，続く第 2 章において，1875 年 2 月 25 日憲法的法律第

6 条に示された大臣責任制原理の規範的含意について検討する。同条の規定

はごく簡素なものであるが，しかし，それは，「議院内閣制を特徴づける執

行府と立法府間の活発な関係」を前提とする大臣の政治責任原理を「明示的

に定め」るものとして理解されている3）。第 2章では， かかる大臣の政治責任

システム＝議院内閣制的類型における執行権責任システムの具体的内容・射

程に関する，同時代的な理解の水準を同定することが企図される。

第 1章　憲法的諸法律成立の背景

第 1節　政治的文脈

1870 年から 1875 年にかけての第三共和制は大統領責任によって大臣責任

が回収される，第二共和制以来のパラダイムに規定されていたが，しかし，

この時期においてフランス共和政体は，大臣責任の問題に関して，議院内閣

制的な解法を創始した。すなわち，政府責任と結合された共和国大統領無答

責原則である。かようなシステムは，ティエールという独任制権力―1848

年以来の政治体制の性格的要素を象徴する―への反省，そして「王政待

ち」の王党派特有の待機主義とが相俟って編み出されたものである。「君主

なき立憲君主制が打ち立てられ」4），同時に，歴代のフランス憲法の中で初め

て，大臣の政治責任が明示的に憲法で規定された。それ故，フランス大臣責

任制の歴史において第三共和制は格別の地位を占めるのである。以下，時系
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列順に，1875 年憲法制定までの過程を検討することとしよう。

1870 年 9 月 2 日，スダンにおける皇帝ナポレオン 3 世の降伏の後，フラ

ンスには権力の空白が生じた5）。9 月 4 日， パリにおいて 「事実上の政府」 と

して組織された国民防衛政府 le Gouvernement de la Défense nationale は，

騒然たる情況下でボルドーに転出，翌 1871 年 1 月 28 日に対独休戦条約を締

結した後，自身の権力の正統性を確立するため，以前より予告していた国民

議会選出のための選挙を 2月 8日に行うに至った。新たに選出された国民議

会は，ナポレオン 3世の復帰による帝政への回帰という方針こそ明確に否定

したものの，しかし，1871 年 2 月 17 日の決議による「ボルドー協約 Pacte 

de Bordeaux」は，統治形態―君主制か共和制か―の問題に関しては棚

上げにせざるを得なかった6）。国民議会の多数を占めていた王党派が正統王

朝派とオルレアン派に分裂していたことで，統一戦線を張ることができな

かった，というのが主たる理由である。実際，このときの国民議会は，体制

の最もクリティカルな問題について回答する能力を欠くモザイク状の議会で

あった7）。そして，モザイク状の議会によってティエールという強力なパー

ソナリティが「フランス共和国行政長官」という独任制執行機関に就けられ

たことによって，1875 年の憲法的諸法律成立までのフランス政治生活は，

大統領制的展開を見せることとなった。七月王政以来の政治キャリアを持つ

ティエールには人望があり，26 の県において 200 万票以上を得て当選した

彼には，プレビシット的正統性が付与されたといって差し支えない8）。果た

して，選出者と被選出者との間には，国内の再結集と対外的安定が至上命題

で，国論の分断を生じさせかねないイシューの提起は何であれ―統治形態

の最終決定も無論そこに含まれる―回避するべきという思惑が共有されて

いた9）。

かようにして開始された 1875 年憲法的諸法律成立に至るまでの過渡期的

体制は，それが過渡期的なものである限りにおいて，その統治機構構想にお

いても革新性に乏しい。1871 年 2 月 17 日の決議によって，共和国行政長官

は「国民議会の権威の下で，自身が選出し総理する諸大臣の協働を以て，そ
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の職務を行使する。」10）と規定されていたが，これは第二共和制の国家元首

有責性を踏襲する執行権責任の論理に他ならない。少なくとも，1875 年憲

法的諸法律の成立に先立つこの時点においては，国家元首の無答責性は，彼

が君主的類型の場合に限られるとの理解が支配的であったといえる。帝政を

否定し，ルイ＝ナポレオン個人権力体制という挿入句の前の段階に遡った政

治アクターの構想が，第二共和制以来の執行権責任観の延長線上に位置づけ

られうる限りにおいて11），共和国行政長官を議会に対して有責の存在として

位置づける制度構築は，執行権を議会の手綱に繋ぎ留めておこうとする思惑

の顕れとして理解することができよう。他方で，同決議は，執行権内部の責

任システムについて特に敷衍しておらず，大臣責任制については沈黙して

いた。同決議のかような沈黙にもかかわらず，バスティドやマシュロンによ

れば，大臣衆の対議会責任原則の存在が推定されるという 12）。しかし，そこ

では， エスマンが執行権の内部責任構造について，定義風に「議院内閣制的

類型の責任 la responsabilité parlementaire は執行権の保持者 le titulaire du 

pouvoir exécutif とその大臣たちに，同時に宿ることはできない。現実にお

いては，一方が他方を排除するのである。ここにおいて，必然的に優越する

のは共和国大統領の責任である。共和国大統領の責任は大臣責任を回収して

しまう。大臣責任が固有の価値を以て現象することは全く不可能である。」13）

と指摘している通りの動態が卓越的であった。政体の如何にかかわらず，国

家元首有責制と大臣責任制の結合は「空想的」であった14）。

実際，1871 年から 1873 年にかけてのフランス共和国の政治動態におい

て，共和国行政長官ティエールは大臣衆の責任と権力を全て回収して勝ち

誇っていた。後を襲ったマクマオン元帥とは異なり，長く豊かな政治キャリ

アと能力・名声を勝ち得た並外れたパーソナリティが，責任と権力を結合さ

せる独任制執行機関「共和国行政長官」―事実上の共和国大統領―とし

て所を得ていたという事実は，重要である。「ティエールの押しの強い人柄

は，議会をして周章狼狽させていた。対外的な知名度は強みであり，多方面

に能力を示していたことも確実であったし，比類のない討論の才能によって
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武装されていた。このようなティエールは，憲法制定議会に対して自身の経

験の力と権威とを押し付けていた。政府の法的地位が弱々しいものであった

のは事実だったが，それと同時に，彼の個人的名声は万事決定的に通用して

いたのである。ティエールは自身がなくてはならない存在であると考えてお

り，要するに，彼は，いつ何時であっても辞職するという脅しをかける用意

ができていたのである。何故なら，自分の代わりを務める者などいない，と

いうことを彼は重々承知していたからである。」15） バスティドがかように活

写する権力の状況は，政治的多数派として議会に席を占める王党派にとって

は，苦々しいジレンマを構成していたであろう。本来，執行権をして議会の

手綱に繋ぎ留めおくことを目的としていた共和国行政長官の対議会有責制

が，大臣衆の責任と権力を回収することで，ティエールの強権化とスタンド

プレーを許すこととなったからである。また，ティエールをして議会の公吏

たらしめるべき彼の政治責任が，彼の個人的政策を実現するための政治的権

力の源泉となっていたからである16）。そして，それでいて，動揺するフラン

ス国家は彼の政治的能力に頼らざるを得なかったからである。無論，王党派

は，かような状況にただ無為無策であった訳ではない。彼らにとっての執行

権なるものは，自らが目指す政体樹立の暁まで，取り敢えず内外におけるフ

ランスの国家的安定・権益を繋ぎ留めるための手段に過ぎない。それ故，そ

の必要以上の強大化は望ましくない。そこで彼らは，ティエールのカリスマ

性を有用なものとしてこれに頼りつつ，有責・有権の政治アクターを増やす

ことで，ティエールの権力を「相対化」させるという方途に出た。彼らは，

「行政権の長はフランス共和国大統領という称号を持つことを定める」1871

年 8 月 31 日法律を採択し，執行府の二重の責任の原則を提示した17）。同法

律では，一方では，ティエールが共和国大統領の資格において負うところの

責任が共和制の論理に従って再確認されており18），他方では，大臣の政治責

任が明示的に規定されることとなった19）。とはいえ，同法律採択後も，ティ

エールは依然として国民議会議員であり，議席の保持＝議会への出席権は彼

の権勢の強固な支えとなった。ティエールは，大臣の仲介を必要とすること
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もなく，自身の政見を披瀝・弁明することができたのである。そこで，議会

多数派は，1871 年 8 月 31 日法律におけるこの抜け穴を塞ぐべく，「二年を

要して，国民議会は彼の権限を削減し，彼がその才能によって支配する議会

審議への参加権を制限」することとなった20）。「公権力の諸権限と大臣責任

の諸条件について規律するための」1873 年 3 月 13 日法律は21），大臣質問は

最早共和国大統領に対してではなく，大臣に対して送付されることと規定

し22），共和国大統領は大臣によって読み上げられる教書を介してでなけれ

ば，国民議会と連絡交通できないものと規定した23）。しかし，この方途も

ティエールの個人的権力の棘抜きには不十分であった。同法律は依然として

共和国大統領有責原則を維持していたからである。1873 年のフランスは，

共和政体に対して議院内閣制という統治機構―国家元首無答責原則と大臣

責任制の組み合わせ―を全き形で適用する最終解法に未だ至ることはでき

なかったのである。技術突破は 2年後に持ち越された。結局，ティエール個

人権力体制は，個人的権力の源泉を個人的責任に求めるその本性故に自壊す

る。1873 年 5 月 19 日，ティエールは統治の共和制的形態を規定するための

法案を付託した24）。七月王政以来の彼の身の振り方からティエールを有用と

考えていた王党派は迅速に応答した。ティエールによる法案付託に対して，

オルレアニストのブロイ公は，内閣に対する大臣質問を国民議会に提出25），

審議の後，法案は否決された。5 月 24 日，国家元首の座はティエールから

マクマオン元帥に移った26）。

1875 年憲法的諸法律成立に向けての具体的な動きが生じるのは，かよう

な政治劇からのことである。元帥擁立の後，いよいよ王政復古に向けて気焔

を上げる王党派国民議会は，1873 年 11 月 20 日法律を採択し，執行権は 7

年の任期でマクマオン元帥に委任される，とした27）。同法律は，加えて，憲法

的法律案起草に関わる 30 人委員会の組織も規定していたから，持続的な体

制の構築に向けて王党派国民議会が本腰を入れ始めたことを示している28）。

果たして，制憲準備のための 30 人委員会が構成されたが，その顔ぶれは大

方強固なレジティミストである29）。1874 年 5 月，ブロイ内閣は国民議会に対
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して上院 Grand Conseil の組織に関する法律案を提出したが30），法案提出の

翌日に内閣は退陣した。1 カ月後，カジミール＝ペリエは国民議会に対して

修正案 amendement を提出し， 30人委員会に対して， 1873年3月にティエー

ルが付託した法律案に対する再考を促した31）。しかし，この修正案は体制が

共和政体であることを前提としており， 7 月 23 日に圧倒的多数で否決され

た32）。明けて 1875 年 1 月に，30 人委員会は国論の分断を回避するべく，憲

法的法律案としてではなく，単なる 7年任期法の修正として，最終案を提出

した33）。同修正は，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条に繋がる一つの技術突破を

記録していた。修正法案第 2 条は「（共和国大統領は）国家反逆罪の場合に

しか責任を負わない。―大臣は政府の一般政策について両院に対して連帯

して責任を負い，個人的行為については個人で責任を負う。」34）として，国

家元首の原則的無答責と政府の政策に関する大臣衆の連帯的責任―つまり

政治責任―の組み合わせが明確な形で姿を現したのである。同修正案にお

いて，共和政体の枠組みの中に議院内閣制的構造を適用するフランス初めて

の統治制度構想が示され，実効的に運用可能な大臣責任制の青写真が示され

たのであった。後述の通り，この「ついに発見された解法」へのヒントは，

自由帝政下のイデオローグによって，幾度となくほのめかされていた。とは

いえ，30 人委員会が，「共和政体と国家元首無答責原理の両立」および「大

臣の政治責任原理の憲法編入」という革新的解法を，必ずしも理論的確信に

基づいて導き出した訳ではないことも事実である。事柄は何よりも情況的な

関心に規定されており，同委員会は議会多数派の説得のために，王政復古の

ためにはマクマオン元帥の「持続的な権力」が必要であるという点を強調し

ていた35）。君主以外の国家元首に無答責性を認めるというイレギュラーな制

度設計は， 取り敢えず王政復古の中継ぎとしてマクマオン元帥の 「7年任期」 

だけは保証してやらなければ元も子もないという思惑に出たものであり，こ

の点，終局的には王政復古に到達するために，「その場しのぎで暫定的体制

を引き伸ばし」「マクマオン元帥に共和国大統領の肩書は与えつつ実権は与

えない」という 1873 年 11 月 20 日法律の待機主義的精神36）の完全な延長線
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上にあった。王党派連が， 1873 年 11 月 20 日法律という弥縫策に， 再び弥縫

策を重ねざるを得なかったことが象徴している通り，ティエール辞任後の王

党派内部での対立・分裂は深甚であった。レジティミスト領袖のシャンボー

ル伯の非妥協的な態度もあり，レジティミストとオルレアニストの連立する

王政復古は，少なくとも短期的には非現実的であった。したがって，1875

年 1 月の 30 人委員会修正案は，派閥間での妥協に妥協を重ねた文書に他な

らず，非妥協的な各派閥が受け入れ可能な最大公約数的な制度構想でしかな

かった。プロトモデルのかような性質故に，第三共和制憲法の統治諸制度は

規律密度が低く，憲法の余白を如何に埋めるかという解釈対立を包含し，実

際の運用による憲法現象の大きな振幅が伏在することとなったのである37）。

30 人委員会によって提出された法案への審議の際に，ラブレー Laboulaye

は委員会による法文を補完するための修正案を提出した38）。数カ月前にカジ

ミール＝ペリエによって提出された修正案と目的を同じくしていたラブレー

提出の修正案は39），カジミール＝ペリエ提出修正案と同じく否決された40）。ラ

ブレー提出修正案否決の後，新たな修正案の試みがなされ，ついに成功し

た。これが著名なヴァロン修正 amendement Wallon であり41），体制の共和

制的形態が決定された42）。次いで幾つかの修正案が提出され，それらの審議

は 1875 年の三つの憲法的法律の採択へと貫徹したのであった。

さて，記録が示す限りでは，この時期における議会審議は，必ずしも大臣

責任制への自覚的集中を見せていない。1875 年憲法的諸法律の成立過程に

おいて，大臣責任制に関わる規定は円滑に採択にまで至っているが43），第 2

章で後述する通り，新憲法は大臣責任制―議院内閣制の根幹に関わる複数の

重要問題に関する規律を欠落させていたのであるから，「公権力の組織に関

する」と銘打たれていた憲法的法律の制憲過程には，明らかに議論不十分の

きらいがあった。自覚的議論の不徹底な制憲過程は，「『共和制』に立憲君主

制の制度を結合するという『革新』」44）を成し遂げながら，そこでの大臣責

任制の具体的な按配，特に権力 ―責任に関する執行権内部構造，すなわち大

臣の対大統領責任について，問わず語りにある種の「伝統」「慣習」に寄り
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掛かることで，ややアンビヴァレントな様相を見せた。

執行権内部の権力構造について見れば，「大統領が無答責で，大統領のす

べての行為に大臣の副署を必要とした点で……議会に対して政治責任を負う

政府が大統領に対して副署を拒否すれば，大統領の活動は停止する可能性が

あ」45）るシステムを採用した点で，「君主のそれに匹敵するほど強大」46）な大

統領の権力は，当初より執行権内部において一定の相対化が予期できる形で

按配されている。大臣副署制を梃子とする執行権の内部的権力構造のかよう

なデザインの自覚性は，近接する 1848 年憲法第 67 条が「共和国大統領の行

為は，大臣の任免の行為を除いては，大臣による副署がない限り効力を持た

ない」と規定していた点に鑑みると，明白であろう。他方で，大統領が大臣

の任「免」権を有するか否かについては，憲法的法律は明文での規定を置い

ていない。この点，「憲法は大臣の任免権を定めていないが，大統領は『す

べての官職を任命する』（2 月 25 日法第 3 条）ことから，大臣の任命権をも

ち，よって罷免もできると考えられた」47）と見るのが通説的な理解である。

この点，後述する第二院の倒閣権の問題とは異なり，エスマンからデュギに

至る主要学説は大統領の文武官任命権を根拠として，大臣の対大統領責任に

対して肯定的な形で見解の一致を見ている48）。制憲過程において特段批判的

検討の対象とはならなかったかかる責任原理はこの問題に対しては，第三共

和制初期の政治動態においても，肯定的な解答が定着した。1876 年 5 月 17

日のジュール・シモン内閣の総辞職，すなわち著名な「セーズ・メ」事件は，

代議院による信任が再確認された直後に，内閣が対大統領責任を優先させた

顕著な実例に他ならない。同事件は，大統領マクマオン元帥による政府政策

への反対と内閣総辞職を求める 1877 年 5 月 16 日付の書簡を，ジュール・シ

モンが受け入れたことによって生じたものであった49）。そして，ジュール・

シモン宛の大統領からの書簡には大臣による副署が為されていなかったが，

この点につき，1875 年 2 月 25 日法律第 3 条第 6 項50）に関する問題は特段生

じていない点に注意が必要である。結局， 制憲者意思は， 1791 年 9 月憲法以

来，国家元首が設置された場合，フランスの憲法は例外なく大臣の任免権を
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彼に付与してきたという，憲法習律 coutume constitutionnel に大臣衆の対

大統領責任の根拠を見出す態度を取っていたものと評価されざるを得ないで

あろう51）。学説も，大臣の副署原則が大臣の対大統領責任をマヒさせる可能

性については，凡そ想定し難い事柄であるとして，重要性を認めていないよ

うである52）。

共和制と君主制の間での綱引き，次いで共和制と君主制の差異の相対化に

心を捕われがちな制憲者意思によって，大臣責任制の構造は実際の政治動態

に補完を委ねることとなる欠缺を包蔵することとなった。大臣の対大統領責

任のように，理論上も実務上も深刻な対立を生まなかった事柄については格

別，「大臣責任」概念における個別性と連帯性の問題，更には大臣の対議会

責任の射程，すなわち第二院の倒閣権の問題に関しては，実務上，理論上，

深刻な困難と対立を生成することとなった憲法制度上の欠缺であった。後者

の重大問題に関しては，章を改めたうえで，実務動態と理論状況を総合的に

観察することにより，問題の構造を顕在化させることとし，次節において

は，1875 年憲法体制における大臣責任制の形成に裨益するところが大き

かったと考えられる政治的・憲法的思惟を検討の俎上に載せる。ここで本稿

の行論は，同時代の卓越した政治思想が，時代の憲法構想にとっての指導的

精神として，革新的な大臣責任システムを生成した政治過程の中で有した影

響力を考察することを目的とする。

第 2節　思想的文脈

第二帝政から第三共和制への移行期において，フランス政治生活が，共和

制と議院内閣制の異色の結合という技術突破を達成した背景として，プレ

ヴォ・パラドルL.-A. Prévost-Paradolの 『新しきフランス La France nouvelle』， 

そしてブロイ公―ヴィクトール・ド・ブロイ Victoir de Broglie ―の 『フラ

ンスにおける統治の展望 Vues sur le Gouvernement de la France』 による思想

的貢献の重要性が指摘される53）。フランス学士院―道徳学・政治学アカデ
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ミーに陣取る彼らの「政治的穏健主義」が「君主制と民主制の憲法的妥協」

すなわち第三共和制憲法の成立に大きな影響を与えた，とされるのであ

る54）。本節では，まずプレヴォ・パラドル，次いでブロイ公ヴィクトール・

ド・ブロイの執行権責任論を，上述の主要著書に徴して，それぞれ順を追っ

て瞥見し，両者の執行権責任論が，共和制と議院内閣制を結合させた政治―

制度動態に与えた影響を考察したい。

プレヴォ・パラドルの『新しきフランス』は，第二帝政末期の 1868 年に出

された穏健なリベラリストによる国家改革案である。著者は，序文におい

て，「裁判所の判決によって，ある著作を発行禁止にすることができると主

張することは，教養ある公衆がその著作について知りたいという気持ちを少

しでも持つ限りにおいて， 子ども染みた幻想でしかない。」55）と喝破， 出版弾

圧に対する強烈な異議申立てを行ったうえで，「自由な国民 libre nation」の

創出とフランスの国家改革案を示すことを同書の目的であるとしている56）。

個人的自由尊重の精神に嚮導された同書が，第二帝政末期の自由主義的・議

会主義的雰囲気の中で，大ブルジョワの自由主義的利益を体現，ボナパル

ティスムへのアンチテーゼとしてのオルレアニストの教説として位置づけら

れることは明らかである57）。本稿の問題関心にとって特に興味ある省察は，

第 5章「内閣および大臣責任について」において集中的に行論されている。

さて，そこでの行論は，第 3章と第 4章における議会制論に示されるアン

グロマニーを下敷きとして，国家改革論の全体構造の中で大臣責任制にひと

きわ重要な地位を与えていることは疑いない58）。この点については，コンス

タン，シャトーブリアンと続くフランス政論家の系譜に連なるものである。

これに対して，プレヴォ・パラドルの理論の新奇性は，共和制の枠内で大臣

責任制を国家元首無答責原則と並置させる形で論じたところにあり，エスマ

ンに先立って59），実効的な大臣責任制の条件として，国家元首無答責原則を

強調した点にある。プレヴォ・パラドルに先立つコンスタンやシャトーブリ

アンの言説も国家元首無答責原則と大臣責任制の並置があるべき統治機構像

として論じられていることは周知であるが，しかし，彼らにとっての国家元
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首無答責原則は，そこでの国家元首が君主制的類型のそれであることを大前

提として，国王無答責という強固な伝統に則って当然のこととして説かれて

いたに過ぎないし，彼らの同時代人ロワイエ＝コラールやギゾーにあって

は60），国王無答責と大臣責任制が当然の制度的前提とされながら，極めて能

動的な君主像が想定されていた。かような文脈に鑑みると，フランス近代憲

法理論としての大臣責任制を準備した者として，プレヴォ・パラドルが有す

る地位は格別のものと言えるであろう。それは同時に，『新しきフランス』

という理論を生み出した第二帝政末期が有する真の過渡期的性格を示唆する

ものでもあろう。プレヴォ・パラドルが構想する新たな執行権責任の構造

は，1848 年・1852 年の憲法構造と第二帝政の政治動態から得られた経験知

として理解することが可能なのである。彼はまず，世襲制と有責性は論理矛

盾であると繰り返し述べて，君主制的類型の国家元首と有責原則との絶対的

不両立を強調する61）。君主無答責原則はフランス憲政史上も，比較君主制的

次元においても，伝統的な事柄であるから格別の問題はない62）。問題は，共

和制的類型の国家元首と有責性の両立可能性如何の問題であり，彼において

は，この問題は論理的次元のものではなく，飽くまでも経験知の問題として

説かれる。彼は次のように説く。「人は，責任が権力と釣り合ったものであ

り，そうであることが公正であると考えるが，このように考えることによっ

て危険を冒すこととなるのである。責任と権力が釣り合うという取り決めを

前提として，大統領が自身の権力を拡大するために，絶えず自身の責任に訴

えるという危険を冒すことになるのである。」63） 彼が，独任制執行機関の有

責性について，「かかる責任が現実において適用不能であることは明白であ

る。それ故，この責任は一つのフィクションとしてしか理解することができ

ない。すなわち， 絶対的権力に対して， ある種の保証 garantie の粉飾を施す

ことで，公平性の影を被せることを宿命づけられた，一つのフィクションで

ある。」と喝破するとき，彼における政治責任理解が，主体の権力性を覆い

隠す外皮としての作用に着目した，責任概念のイデオロギー批判の形を採っ

て為されているのは明らかである。かような政治責任論は，フランス憲政史
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上，画期的なものであった。それまでの伝統的な理解においては，「責任」

という原理は何よりもその主体に対する掣肘的側面との連関性において捉え

られてきたのであり，「権力性」との連関を強調する意識は希薄だったから

である。例えば，第二共和制憲法の制憲過程が共和国大統領有責原則を強調

した目的は，飽くまでも独任制執行機関の権力を掣肘することにあった64）。

対して， 周知の通り， 「強い行政府」 に対する伝統的不信感， および行政府を

強力ならしめるための「責任」を擬制しうる種々の装置（人民投票，大統領公

選制と下院解散制度の組み合わせ）に対する伝統的警戒感の淵源がボナパルティ

スムの経験に求められることが，今日に至るまで夙に指摘されている65）。

確かに，プレヴォ・パラドルは，体制批判的なトーンが鈍く，「大衆的雄弁

家たるよりもむしろサロンの知識人」であり，ガンベッタあるいはロシュ

フォールといった体制批判者によって急進化する第二帝政末期の政治生活の

中では相対的に時代遅れの存在となっていたとさえ指摘されている66）。共和

制における国家元首無答責原則の不都合を強調する行論においても，具体例

として用いられているのは他国の―アメリカ合衆国の―事例である。し

かし，彼の「大統領の責任に関する善き法は，したがって，生まれたばかり

の共和国の体制にとっては喫緊かつ不可欠のものである。しかし，かかる法

を実施するのは難しい。なぜならば，責任の内，大統領に課せられる特別の

種類のものと，内閣に課せられるより一般的な種類のものとを正確に，そし

てとりわけ明確な形で区別することは難しいからである。」との指摘は，建

国後 90 年を経ていたアメリカ合衆国に関する省察としてよりも，20 年前に

国家元首有責原則―「大統領の責任に関する善き法」―を当然のものと

して採用する大統領制共和国として始まり，かかる「善き法」の困難さ・不

都合により，不自由な統治，すなわち帝政へと転化した，自国の第二帝政に

関する省察としてこそ，より素直に理解することができると思われる。そし

て，かような「経験知」に基づく彼の自由主義的国家論が同時代人に与えた

影響は非常に広汎なものであったことが推測される67）。

さて，第二帝政から第三共和制への移行期におけるプレヴォ・パラドルの思
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想的貢献の重要さに対して，他方で，ブロイ公の占める地位も重要である68）。

第三共和制の統治構造の内，国家元首の位置づけ・権限に関しては，ブロイ

公による構想との近似性が古くから指摘されていた69）。彼のかような思想的

貢献は， プレヴォ・パラドルの 『新しきフランス』 に匹敵する， 第二帝政末期

自由主義の思想的遺産， 『フランスにおける統治の展望 Vues sur le Gouverne-

ment de la France』70）において集中的に為されている。

『展望』 の中で， ブロイ公は， 共和国大統領がその任期中， そして任期の満

了後にあっても，原則として無答責であることが望ましいと述べている。た

だし，その無答責性は君主無答責原則における不可侵性ほど絶対的なもので

はなく，例外として，「簒奪の試み tentative d’usurpation」71）―つまり軍

事力を用いてするクーデタの試みなど―に対しては，罷免のサンクション

が与えられるべきであると説いている72）。このような大統領の地位は，後の

1875 年 2 月 25 日法律第 6 条のそれと全く同様のものである。そして，共和

国大統領が原則的に無答責とされる以上，彼に代わって，大臣の責任によっ

て執行権の責任が裏書されなくてはならない。この点に関し，ブロイ公は，

「連帯して，そして銘々に，責任を負うところの彼の大臣は，その行政にお

ける全ての行為に関して，場合によっては，下院によって元老院に訴追され

うる。そして元老院は，丁度イギリスにおけるように，涜職罪のみを宣告

し，革命暦 3 年憲法あるいは 1848 年憲法の規定するように組織された高等

院において罷免された大臣を更迭する。」73）と主張している。つまり， 彼の考

える大臣責任のシステムは，明らかにイギリス流の大臣弾劾制のモデルに

従っており，それまでのフランス憲法が採用してきた大臣責任の基本態様を

踏襲したものである。彼のかような統治制度構想は，自身が閣僚評議会議長

を務めた七月王政下のシステムを謄写したものであると言えよう74）。かよ

うに，彼における「展望」とは，体制をボナパルティスム以前に「復帰」さ

せることに主眼が置かれており，弾劾的責任観の前景化とも相俟って，彼の

制度構想は濃密な保守性を免れえない。プレヴォ・パラドルが，議会政治に

おける大臣責任制の本質的サンクションは，大臣弾劾制における訴追よりも
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むしろ「有責であると同時に同質的な」75）内閣の交代にあるとし，政治責任

原理に基づく大臣責任制を強調していた点を考え合わせると76），ブロイ公の

思想は明らかに後進的である。とはいえ，七月王政期の憲政が，政治責任原

理に基づく大臣責任制によって運行される議院内閣制の動態を―如何にそ

れが不安定なものであったとしても77）―萌芽的な形で示していた点を考

えると78），外形的には弾劾的責任観に基づく大臣責任制を主張しつつ，その

実質が濃密に帯びることとなるであろう政治的コノテーションにブロイ公が

無自覚であったということもいささか考え辛い。『展望』における国家元首

観は，大臣衆に支えられた，相当程度に能動的なものであり79），それ故，副

署制度を介して大臣衆へと下方転移される執行権責任のメカニズムは―刑

事責任原理に基づく限り，そこでの責任は原理的には他者行為に関する責任

としては観念し難いから80）―政治的性質を極めて色濃くすることとなる

であろう。確かに，ブロイ公の眼差しは明らかに保守的なものではあった

が，しかし，「それでもやはり彼は，議会制を以て共和制と両立可能なもの

と診ていたのである。これは，その当時においてはかなり大胆なことであっ

た」81）と評される通り，かような「大胆さ」が 1875 年の統治制度上の技術

突破を準備したとされているのも事実である。

しかし，制憲過程の実際を記録から繙けば，指導的政治アクターにあって

も，議会制と共和制の結合という「大胆さ」は必ずしも十分に共有されてい

なかったようである。『展望』の著者であるブロイ公―ヴィクトール・ド・

ブロイ （1785～1870） ―の子息であり，1875 年憲法的諸法律成立に前後して

二度， 首相を務めたブロイ公―アルベール・ド・ブロイ （1821～1901） ―は， 

1873 年 2 月 21 日の議会演説において，父よりも後進的な執行権責任観を披

瀝している。「立憲君主制においては，国家元首は不可侵である。彼の政府

の責任は彼に至るまで遡ることは決してありえない」が，しかし「共和制に

おける公選の国家元首は有責である。その理由は，共和制の原理それ自体に

ある。」82）と語るアルベール・ド・ブロイにとって，国家元首の有責性如何の

問題は，君主制と共和制を分かつ原理的な分水嶺に他ならなかった。彼のか
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ような原理主義的理解は，マクマオン元帥の 7 年任期法，すなわち 1873 年

11 月 20 日法律の審議過程においても維持されていた（そして，結局，同法律も

執行府の二重責任原則を存置している）83）。しかし，1873 年 2 月 21 日の議会演説

は，雄弁家ティエールを議会審議から締め出すことを目的とする 1873 年 3

月 13 日法律の審議過程において為されたものであり，ブロイ公はその場

で，「……共和国大統領が議会の討論に姿を現してから，彼は議論の中で第

一人者であり，政策を表明する殆どただ一人の人物であった。大臣たちは共

和国大統領の背後に隠れてしまい，彼らの責任は共和国大統領の責任によっ

て覆い被せられてしまい，最早名目的存在に過ぎなくなってしまった。」84）

と指摘していた。大臣責任制を有効ならしめるための国家元首無答責制の実

際的必要を感じつつも，国家元首有責原理という共和制の原理的理解に捕わ

れる政治的大立者の言説から，憲政史的な一大過渡期の桎梏が顕在化してい

る様相を看取することは容易である。ボナパルティスムとティエール個人権

力の経験を経て，持続可能な統治形態をフランスにもたらすために共和制と

立憲君主制の和解という技術突破が必要であることは，最早否定し難かっ

た。プレヴォ・パラドルとブロイ公の思想を現実政治に適用する必要性は，

政治動態において確かに感覚されていた。

マルセル・モラビトの憲政史研究は85），1875 年憲法的諸法律における「妥

協のオリジナリティ l’originalité du compromis」を強調する必要性を指摘

し，「立憲君主制を性格づけるメカニズムが統治の共和的形態と，初めて結

合されることとなった」同憲法的諸法律という「アマルガム」を，1875 年

憲法の「精神的父親 les pères spirituels」と考えることのできる「第二帝政

下の自由主義学派」の教説，とりわけヴィクトール・ド・ブロイとプレヴォ・

パラドルの教説からの知的延長線上に位置づけている。事実，1875 年の憲

法的諸法律の執行権は，両人の構想に沿う形で設計されている。公権力の組

織に関する 1875 年 2 月 25 日法律の冒頭 2カ条によって，執行権は共和国大

統領に，そして，立法権は両院，すなわち代議院と元老院に，それぞれ付与

されることとなった86）。第三共和制憲法は，国家元首に対して広汎・強力な
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権限を付与しており，彼は両院と法律発案権を共有し，法律の公布権を有

し87），両院に対する招集・延会の権限を有してもいる88）。ブロイ公の 『展望』 

は，大臣衆に支えられた国家元首のある程度の能動性を構想していたが89），

実際， 1875 年憲法的諸法律の制度設計はその線に沿っている。他方で， 実の

ある大臣責任制の前提条件としては，国家元首の能動性をある程度制限する

ことが肝要である。1873 年 3 月 13 日法律と同様に，1875 年 7 月 16 日憲法

的法律第 6条は両院における共和国大統領の直接的意見表明を禁じ，大臣を

介しての教書送付権のみを享受している90）。ジョゼフ＝バルテルミイとデュ

エズは，「制憲者たちは憲法起草にあたって次のことに専心していた。すな

わち，国家元首の指名方式を変更し，議長席を以て玉座に代えるのに十分な

憲法を起草することである。」91）と，指摘している。確かに，立法拒否権の

不在，上院の同意を停止条件とする下院解散権92）という二つの重大な相違

点はあるものの，正にヴィクトール・ド・ブロイが生きた立憲君主制下の国王

特権が民主的性格の国家元首に付与されることとなったのである。正しく，

『展望』の思想的後進性は，共和制を受け入れざるを得なくなった保守的精

神の待避所である。

1814 年，1830 年の憲章と同様に，1875 年の憲法的諸法律は，一方では普

通選挙で選出される下院を置き93），他方では間接普通選挙で選出される上院

を置くことで94），二院制の原則を維持した。注目すべきは 1875 年の制度設

計上，「強い上院」が採用されたことである95）。1875 年 2 月 24 日憲法的法律

第 8 条は，両院の合意のみを以て中断するところの法案の往復審議 navette

のシステムによって立法過程における両院の完全な対等性を規定してい

る96）。憲法改正97），大臣責任追及権98）の両側面で，1875 年憲法は文面上，

上下両院の対等性を謳っている。上下両院の組織・両院の対等性に関する制

度構築の基本線は，プレヴォ・パラドルの制度構想をほぼ忠実になぞるもの

であった99）。実際，第三共和制上下各院の議席数に至るまで，『新しきフラ

ンス』の構想に従ったものとなっている100）。上下両院の対等性に関する彼の

構想は，上院の倒閣権を明示的に否定している点で一見大きな例外を有する
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ようにも見える101）。しかし，他方で彼は，内閣―下院関係に容喙しうる上院

の地位を言を重ねて強調しており102），やはり彼の考える二院制は，実質的に

対等なものである。彼は別の箇所でも，「両院の内，より一層直接的に国民

を代表する方の一院が，政務の一般的指揮監督 la conduite générale des af-

faires について，優越的に振る舞う」103）としつつも（ここでパラドルが，下院が

「優越的に振る舞う」 という事実命題を説くに留まり，「優越的に振る舞うべきである」と

いう規範命題を説いている訳ではない点には，一応注意が必要であろう），「秩序と自由

の内に統治されることを望む諸国民に対して，立法権を分掌する二院の設置

が推奨されることは，経験上正当にも見解の一致を見ているところであ

る。」104）として，上院設置の意義を敷衍することで両院制の効用を強調して

いる。1875 年憲法の採用した「強い上院」のシステム，すなわち，自身が

解散される恐れがないにもかかわらず下院解散の過程に容喙することができ

る上院の存在は105），現実的には両院の対等性というよりは上院の優越を帰

結させたものであり，理論的要請として理解される以上に，議会多数派を占

める王党派議員に新憲法を受け容れさせるための政治的配慮として理解され

ている106）。『新しきフランス』がその名の通り新生フランスの制憲過程にお

いて，理論的支柱を与えるバイブルとして果たした役割は否定できないであ

ろうが，しかし，その教説は結局，抜き難い政治性を帯びることとなったの

である。

1875 年の制憲者は，強固な王党派が多数を占める議会に新体制を受け容

れさせるため，大革命から第二共和制までの間における立憲君主制の統治制

度を共和政体に移し替える形で新たな統治制度を按配した。情況的戦術の連

続の中での政治的妥協によって性格づけられる 1875 年の制憲過程が，プレ

ヴォ・パラドル，ブロイ公といった当代一流の理論的思惟によって強力に嚮

導されたものとして，一面的に理解することは難しいであろう。しかし，七

月王政末期の自由主義的教説は，その穏健さ故に支配的政治勢力に幅広く受

け容れ可能なものであり，政治的利害に支配された現実政治動態の後景で，

強力な思想的背景を構成していたのである。第二帝政末期の自由主義学派の
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教説には，1848 年以降のボナパルティスムへの自覚的反省と 1848 年以前の

国制論との知的連続性とが刻印されている。かかる刻印は，概ね 1875 年憲

法体制が素描した国制像にも転写されていると見ることができるであろう。

第 2章　1875 年 2 月 25 日憲法的法律 

　　　第 6条における若干の問題

第 1節　大臣責任の「連帯性」と「個別性」の問題

1875 年憲法が，議院内閣制に不可欠な要素としての大臣の政治責任をフラ

ンス憲政史上初めて明示した憲法であることは一般に認められているが107），

その根拠は，公権力の組織に関する 1875 年 2 月 25 日法律第 6 条第 1 項の

「大臣は政府の一般政策に関して両院に対し連帯して責任を負い，個人的行

為に関しては個人的に責任を負う。」との規定に求められている。デュギは

同規定を「大臣の政治的且つ連帯的な責任に明示的に言及する唯一のフラン

ス憲法の規定である」108）と性格づけ，エスマンも同規定が「明らかに政治責

任を―政治責任のみを―指示するもの」 であると認めている109）。第 6条

第 1項の責任原理は議院内閣制的類型に属するものと言えるが，それは連帯

的な原理に基づく大臣責任の追及主体が議会であることによる110）。バルテ

ルミイとデュエズは，「連帯性は明らかに政治責任のためのみに存在してい

るものであり，民事責任あるいは刑事責任のために存在するものなのではな

い。そこには，政府の構成員全員にとっての共通原則が存在するのであり，

かかる共通原則によって政府の一般政策が打ち立てられるのである。この原

則が実施されれば，構成員全員が連帯する。一般政策をかけたアクトが通ら

なければ，大臣全員が倒れる。」と指摘しており，エスマンは，「実際，政治

責任は議会に対してこそ貫徹されるものであって，別の仕方で貫徹されうる

ものではない。他方，政治責任は真に連帯的たりうる唯一の責任である。何

故ならば，刑事責任は厳密な意味では連帯的たりえないからである。つま
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り，人は自身が関与した行為についてのみ刑事的に有責であるとされるので

あり，ただ単に自身が承認しただけの行為については何ら有責とはされず，

ましてや，全く自身が関わっていない行為について有責とされないのは当然

のことである。」111）と指摘している。大臣衆の連帯的であるが故に政治的な

責任が憲法制度上に規定されることによってフランスに議院内閣制が成立し

たこと―このことは諸学説が見解を同じくするところである112）。

したがって，第三共和制憲法によるフランス議院内閣制の成立において

は，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条第 1 項の規定の存在および同条同項所定の

大臣責任の「政治的」性格が決定的に重要な意味を持っており，そして，同

条同項所定の大臣責任の「政治的」性格にとって，「連帯性」が本質的に重

要な意味を持つことは明らかである。しかし，学説が，同規定における大臣

責任が連帯性を有する議院内閣制的な類型の責任であることを一致して認め

ているところとは裏腹に，閣僚グループの「集団的で連帯的な」責任と，各

大臣の「個人的な」責任とが，如何に区別されるかという点について，第 6

条第 1項の規範的内実は曖昧であった。政治責任原理として組織された大臣

責任制の中核部分に付き纏う曖昧性は，第三共和制における議院内閣制の運

行に影を落としていた。1875 年 2 月 25 日法律第 6 条は，ただ単に，大臣責

任には連帯的なそれと個人的なそれとがあるとしか述べていない。そうであ

る以上，両責任原理が如何に切り分けられるのかという問題は，学説と実務

的な政治動態にとっての問題として取り置かれていた。政府の一般政策に関

連し，集団的かつ連帯的な，「政府」の責任として理解される事柄と，任意

の大臣の個人的な責任のみを惹起する各大臣の個別的責任事由との区別は如

何にしてなされるか，という問題である。

第 6条第 1項の規定する連帯的な責任が問題となる責任として，学説は，

責任の対象となる行為が，個別の大臣によってではなく，飽くまでも「政

府」の行為として為された場合を想定しており，なかんずく「政府の一般政

策」に関する責任は連帯的なものでなくてはならないと主張する。例えば

「政府の一般政策」という観念について，ジョゼフ＝バルテルミイとデュエ
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ズは，そこで問題となっているのが「重大な行為」であるから，責任は必ず

連帯的なものでなくてはならないとする113）。一般政策は合議体である内閣

の閣議を通じて成立する内閣としての統一的意思として形成され，かかる一

般政策決定行為はその影響が内閣全体に波及するという性質を持つから，当

然に責任に対するサンクションの態様も，平仄を合わせて連帯的・集団的な

ものであるよう，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条は規範的に要請する，という

のである114）。これに対して，第 6 条第 1 項が各大臣に関わる個別的なもの

として規定している責任については，如何なる責任事由が想定されるか。学

説は，合議体としての内閣の統一的行動に帰されない，任意の大臣の職務所

掌領域，すなわち行政の細目に関わる領域について惹起されるところの責任

が， 大臣の個人的責任である， とする115）。学説による以上のような整理は，

第 6条第 1項所定の大臣責任を，責任の原因となっている事由の二分論を基

礎として， 「集団的・連帯的な」 大臣責任と 「個人的・個別的な」 大臣責任と

を峻別するものである。しかし，政府の一般政策に属する行為と個人的行為

との区別は， 現実においては閣僚評議会議長の判断にかかっていたから116）， 

第 6条第 1項所定の両責任原理それぞれのメルクマールを責任事由に求める

学説の基本的理解は，現実的有用性を大いに殺がれることとなる。この点，

ジョゼフ＝バルテルミイとデュエズは，第 6条第 1項の責任原理の分節化に際

して，結論としては，実体的観点を放棄して形式的定式化へと傾斜している。

つまり，ある大臣責任が，「その行為が一般政策に関係せず，その行為が閣議

において討議されず，閣僚評議会議長が信任問題を提起しない場合」117），そ

こでの大臣責任は個人的・個別的なものであると理解するのである。そこで

は，連帯的・集団的な大臣責任，つまり政府の責任は，専ら控除的な形で消

極的に定義づけられるに過ぎない。

以上の学説状況に対して，実務上の運用は，大臣責任における連帯性・集

団性と個別性の区別に関して，形式的観点の妥当性を確認している。現実の

政治動態において，その時々に問題とされる大臣責任が，連帯的なそれとし

て現象するか個人的なそれとして現象するかという問題は，責任事由が政府
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の一般政策に関わるか否かという事柄とは必ずしも連関していなかったので

ある。一方で，第三共和制フランスの政治動態は，各大臣の個別的な責任

が，政府全体の責任の問題へとクローズ・アップされることで生じた倒閣事

例を記録している。1890 年 3 月の第二次ティラール Tirard 内閣総辞職は，

フランス＝トルコ通商条約の期限満了に関する外相の責任問題が，政府全体

の責任問題に波及した倒閣事例である118）。1930 年 2 月 17 日の第一次タル

デュー Tardieu 内閣総辞職は，病欠していた首相タルデューに諮ることなく

半ばゲリラ的に，蔵相アンリ・シェロン Henry Chéron が，代議院で審議中

だった予算法律の一条項について，自らの信任問題を提出したことが原因で

あった119）。同内閣は代議院によって，予算法律のただ一条項のためだけに

倒閣させられたのである。他方で，閣僚グループの連帯的責任の問題とし

て，本来的には内閣総辞職が惹起されるべき局面が，個別大臣の辞職で収束

した事例も記録されている。1926年 12月 16日のブリアン内閣蔵相ルシェー

ル Loucher の辞任がそれである120）。同蔵相の辞職は，財政改革案が代議院

財政委員会で合意を得られなかったことを理由とするものであったが，当該

財政改革案が政府の一般政策に関わっていたので，そこで問題とされるべき

は，本来的には大臣の連帯的責任であるはずである。しかし，内閣に対する

信任問題の提起は行われず，ブリアン内閣は続投している121）。

第 6条第 1項所定の大臣責任原理が，その連帯的性格と個別的性格を曖昧

なままにしており，この二様の責任の峻別が不可能であることを認めつつ，

そこに現実的不都合が明らかに存在する点を，デュギは明確に指摘してい

る。「かような実態は必然的に不都合なものとなる。先ず以て，内閣が恒常

的に信任問題を提出することによって両院の自由が損なわれてしまうという

こと。数ある内閣の中にはこのような誹りを受けなければならないものもあ

ろう。また別の不都合が存在する。制度上の不明瞭性を奇貨として，内閣が

信任問題について沈黙することで権力の座に居座り続けるということができ

てしまう。」122） 上掲の第一次タルデュー内閣総辞職，ブリアン内閣蔵相ル

シェールの辞任劇に関して，デュギは格別「予言」をしていた訳ではなく，
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両事例は第三共和制の政治生活にとって見慣れた風景の一部を構成していた

に過ぎないのである。学説からの批判にもかかわらず，結局，第三共和制の

政治生活は問題を解決することはなかった123）。場当たり的な大臣責任の運

用が為されていた背景事情には，政党情況―組織政党の不在あるいは慢性

的多党化傾向―をはじめとする複合的な要因が指摘可能である124）。ただ

し，少なくとも憲法制度次元の問題としては，幾度なく実際上の必要を指摘

されながら125），第三共和制が結局のところ「首相職の制度化」を成し遂げ

ることができなかったという事情が，特に強力に作用していたはずである。

第 2節　第二院の倒閣権の問題

前節に見たところの大臣責任の連帯性と個別性の異同を巡る問題に加え

て，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条所定の大臣責任原理は，いま一つの重要な

問題点を包含していた。それは，同条所定の大臣責任原理の射程を巡って生

じた学説上の紛議である。大臣が 「両院 les chambres に対して責任を負う」 

という同条の明快な規定にもかかわらず，大臣責任は専ら代議院に対しての

み負われるものであり，元老院に対して負われるものではないとする見解

が，第三共和制期の公法学壇においては極めて有力に主張されていたのであ

る。議会第二院の倒閣権に関して，第 6条の一見明白な文面通りに―同上

は「両院 chambres」と明記している―理解する立場も無論存在していた

が126） 127），しかし，解散されることのない上院である元老院が倒閣権を有す

ることに対しては強力な異論が存在し，更に英仏両国の憲政上の伝統を重視

する立場からは， 第 6 条第 1 項の 「両院 chambres」 規定は異質なものと映っ

ていた。既に見た通り，第三共和制憲法がかようにも強力な地位を上院たる

元老院に対して付与した理由は，王政待ちの待機主義を採る王党派に，体制

の共和制的外枠を受け容れさせるための方便に求められる。その経緯が理論

に依拠していようと情況に規定されていようと―これも既述の通り，上下

両院の対等性に関するプレヴォ・パラドルの理論は，必ずしも一見明快なも
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のではない―1875 年 2 月 25 日法律第 6 条の「両院 chambres」という複

数形を，筆の誤りと見ることは難しいであろう。にもかかわらず，とりわけ

第三共和制前半期におけるフランス公法学壇にとって，第二院の倒閣権は，

極めて重要な論争的主題であった。時本義昭が正当にも「元老院は第三共和

制（憲法）を成立させた政治的妥協を可能にしたという意味で重要な制度で

あり，それにかかわる憲法運用は体制の将来を左右するといっても過言では

ない」と指摘する通り，第二院の倒閣権は，第三共和制初頭におけるフラン

ス公法学の誕生過程における，政治と法，政治過程と公法理論との距離（の近

さ）を顕在化させる点で，示唆的な論点を形成しているのである128）。なお，

この重要な論点に関しては，我が国においても既に中村英教授による集中的

な検討が為されており129）， 本節の以下の行論も， 重要な先行業績である中

村論文に依拠するところは大きい。中村教授は，1875 年 2 月 25 日憲法的法

律第 6条第 1項に関する元老院の役割を「元老院の倒閣権」の存否という形

で論じ，当代の学説を，第一に「上院による倒閣を否定する説」としてエス

マン，第二に「上院による倒閣を肯定する説」としてデュギ，第三に「折衷

説」としてオーリウ，という形で整理している130）。本節では，学説の布置

をより図式的に二つに分け，「倒閣権に関する上下両院の対等性」という形

で整理し，この命題に対する否定説としてエスマン，バルテルミイ，オーリ

ウら131），肯定説としてデュギら132）をそれぞれ配し，順を追って検討した

い。倒閣権に関する上下両院の対等性を否定する論者は，元老院の倒閣権を

否定する論拠として，あらまし「フランス憲政の伝統」「1875 年憲法的諸法

律の法文」「議院内閣制の機制における均衡性の保持」という三点を挙げて

いる。

第一の論拠について，諸論者は，大革命以来の 19 世紀のフランス憲政

は，執行府の政治責任は下院によってのみ追及されるという伝統を形成して

きたと主張している。彼らが考える「伝統」は，制度上も思想上も，フラン

スにおいて強固に根づいたものである。彼らの依拠する制度的伝統とは，19

世紀前半以来のフランス憲政が，憲章の上に重ねられた政治動態の中で育み
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来たった，議院内閣制の生成・展開過程に他ならない。例えばオーリウは

「『大臣は両院に対して責任を負う。』しかし，既にこの言い回しの下で大臣

責任が定義づけられていた復古王政下において，大臣たちは貴族院に対して

は責任を負っていなかった。」133）と指摘し，また，ジョゼフ＝バルテルミイも

「復古王政下の貴族院も七月王政下の貴族院も倒閣は行わなかった。彼らは

自分たちが英国上院の謄写されたものであり，英国上院はかような主張を決

して行わないということを知っていたのである。1875 年憲法は慣習法的なも

のである La Constitution 1875 est coutumière 。1875 年憲法はいくらかの言

い回しにおいて議会制の伝統を確言しており，かかる言い回しは識者によっ

て全く，伝統として認められている。同憲法の元老院に関する規定は……憲

章を謄写したものである。もしも 1875 年憲法が第二院による倒閣ほどの重

大な，いわゆる革新を行ったというのであれば，同憲法は明確にそれを示し

たはずである。ところが同憲法はかような明示を行っていない。」134）と指摘し

ている。エスマンは「『大臣は両院に対して責任を負う』という言い回しは， 

フランス立憲君主制下の議院内閣制の性格描写のために復唱されてきた」 と

したうえで「かかる言い回しを以て，内閣の出処進退が代議院に対するのと

同じように貴族院に依存するという風に理解されてきた消息はない。」135）と

断言している。確かに，このような制度的伝統は，思想上も受容されてい

る。例えばブロイ公によって「強固に打ち立てられた元老院，選挙によって

組織された元老院……かかる元老院は自身が下院と共有する諸権限によっ

て，そして自身に固有の諸特権によって，強力な存在となる。かかる元老院

に対して，直接普通選挙によって組織される下院は，私見では，その自然的

影響力 son ascendant naturel を， 濫用する危険を冒すことなく行使すること

ができる。」136）とされ，プレヴォ・パラドルによって「上院の権限は我が古の

貴族院 chambre des pairs のそれと同じである。つまり，上院は下院と共同

で立法権を行使し，法律発案権，大臣質問権，そして自由の議会を組織する

ためのその他全ての権限を享受する。しかし，上院は我々が下院に関して求

める特別の権限，すなわち内閣の更迭に関する権限については付与されてい
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ないのである。」137）とされていた。両者の思惟が 1875 年の憲法的諸法律を準

備する文脈の上に存在していたことは既に述べた通りである。

「憲政上の伝統」という第三共和制憲法に外在する第一の論拠に加えて，エ

スマンは，第二の論拠を第三共和制憲法の他箇所の規定に求めて，彼らは，

同憲法が第二院の倒閣権を暗々裏に否定しているという立論を試みる。彼

は，元老院の組織に関する 1875 年 2 月 24 日法律が元老院における大臣衆の

集団的責任＝政府責任について何ら言及していない点を指摘している138）。し

かし，他方で，下院である代議院の倒閣権を明示的に認めた憲法規定も存在

しない点で，この点に関するエスマンの主張は根拠に乏しいと指摘され

る139）。上院には倒閣権を認めてこなかった憲政上の伝統を基礎に置く立場

に鑑みれば，エスマンの主張は，伝統が認めていない権限を敢えて上院に認

めるのであれば，特別の規定が必要であるとの謂いとして理解されるべきで

あろう。

第三番目の論拠は，元老院の不可解散制である。エスマンをはじめとする

第三共和制公法学の主流派が，上院の倒閣権を否定した何よりの理由は，解

散されることのない元老院に倒閣権を認めれば，議院内閣制における均衡が

憂慮すべき程度に損なわれる，という点にあった。エスマンは「ある特定の

顔触れからなる内閣を大統領に押し付けたい代議院と大統領との間で紛争と

なった場合，憲法は元老院に対してある種の仲裁者としての役割を与えてい

る。この仲裁者が，国民への訴えかけの当否を決するのである。しかし，元

老院が自ら倒閣権を行使するとなれば，話は別である。かような事態は承認

できない。仲裁者としての元老院の役割は，自発的な倒閣者としての元老院

という役回りを論理的かつ合理的に，排除する。別の言葉で言い表せば，訴

訟の一方当事者となってしまえば，裁判官ではいられまい，ということにな

る。」140）と説き，ジョゼフ＝バルテルミイもまた「議会制に関する古典的学説

においては，代議院で少数派に転落した内閣は，辞職するか代議院解散をす

るかの選択をすることができる，とされている。しかし，解散されることも

なく，極めて長い任期を享受し，かなり以前の民意によって組織されている
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議院に対して，倒閣を与えるということとなれば，その議院に対して専制的

特権を付与することとなる。なぜならば，かかる専制的特権の行使に対して

人民が裁定を下しうるようになっていないからである。」141）と指摘する142）。

所論は，解散に服さない議会第二院に倒閣権が認められれば，それは議院内

閣制における均衡を害して不合理であるし（エスマン），民主政の観点からも

決して正統性を認められない（バルテルミイ）とするのである。

以上のように元老院の倒閣権を否定する主流派公法学説に対して，元老院

による倒閣権を肯定する論者の代表格が，デュギである。デュギは，あらま

し，第一に，エスマンらの語る「憲政上の伝統」が，新たな共和政体の確立

によって相対化したと主張し，第二に，元老院の組織に関する 1875 年 2 月

24 日法律に関する倒閣権否定論者の解釈に実質がないと批判し，第三に，

倒閣権否定論者が危惧する議院内閣制における不均衡を否定する。

第一の論点。倒閣権否定論者が強力に依拠するフランス憲政の制度的・思

想的伝統は，デュギによれば，第三「共和制」の憲法である 1875 年の憲法

的諸法律の解釈上，先例としての特権的地位を有しない。なぜなら，これら

「伝統」は，19 世紀前半の立憲君主制下に形成されたものに他ならず，共和

政体の諸統治制度の解釈のために用いるのは不適当とされるからである。

デュギは「エロー Hello ，デュヴェルジエ・ド・オーランヌの考えていた上院

は，公選ではなかった。しかし，我々の元老院は全く公選の組織である。そ

の上， このことは理解を得られることと思うが， これらの論者は， 1875 年に

採択された法文を解釈する際の権威としては余りにも薄弱なものではなかろ

うか。」143）と指摘している。しかも， 第三共和制の制憲過程は， 共和派が共和

政体樹立のために保守派との妥協のために，強い上院の制度化に同意してい

たという点で，制憲者意思が明らかに元老院の倒閣権を新体制の憲法制度と

して認めていたことを証拠立てている，とデュギは主張している144）。

第二の論点。元老院の組織に関する 1875 年 2 月 24 日憲法的法律が倒閣権

の存否如何の重大問題に関して素通りしている点に鑑みて，議会第二院たる

元老院の倒閣権は第三共和制の憲法制度としては認められない，という否定
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論者らの議論への反駁である145）。倒閣権について憲法的諸法律が沈黙して

いるという事情は，下院についても同様であるから，この反駁は見易い道理

である146）。

第三の論点。デュギは，倒閣権を是認したとしても，上院が過度に強大化

することを恐れる必要はないとする。内閣によって解散されうる下院と解散

され得ない上院との間で，内閣に対する攻撃手段に関して形式的に対等性を

認めることは，実質的には上下両院の著しい不対等性を認めることになると

のエスマンの主張に対して147），デュギの反論は次のようなものである。彼

は，下院に支持基盤を置く内閣が上院からの支持を失った際，その内閣は辞

職しなければならず，飽くまでも続投しようとする場合，執行権の長である

共和国大統領は首相を罷免する義務を負うことになる，とする。この場合，

新内閣が両院からの信任を受ければ危機は解決される。これに対して，新内

閣が上院から信任を得るも下院からは得られなかった際は，下院の解散に

よって危機の解決が図られる。そして下院解散後の総選挙によって構成され

た新・下院が現・内閣を信任することで危機は解決される。しかし，この新・

下院が解散総選挙前の下院と同じく現・内閣不信任の立場であった場合，危

機は継続する。この場合，現・内閣は続投することが不可能であり，新・下院

の支持する顔ぶれによる組閣が為されることになる。ここに至って上院は

新・下院の支持する新たな内閣を受け容れる必要があることとなる，とデュ

ギは見るのである148）。結局， かかる行論の最終局面における，上院の，下

院および下院の支持する内閣への「敬譲」は，上院の政治的モラルに任され

る。この点につき，デュギは「しかし，上院が譲らなかったら，との仮定は

ありうる。私はそのような上院は叛徒であると考える。憲法がそれを適用す

る人々の誠実さに期待すること以外には，保障されうる方途が考えられない

場合というのは，常に生じる情況であると言える。」149）と述べ，些か突き放

した見方を採っている。

如上の否定論・肯定論の対立に関して，如何なる評価が可能であろうか。

無論，1875 年 2 月 25 日憲法的法律第 6 条第 1 項が「両院 chambres」とい
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う複数形を明示的に採用している以上，エスマンら公法学壇主流の倒閣権下

院限定論は，苦しい解釈を「苦労して」150）行っていると評価せざるを得ない

のは事実である。また，「フランス憲政上の伝統」を巡る議論に関しても，

それを「制憲過程」と自覚的に対比させるとき，第三共和制統治制度が伝統

を存置させたか革新・放棄したかの判断は一義的に必ずしも明らかではな

い。所論の有効性を評するにあたって，こと下院解散権の事実上の廃用とい

う点に論が至れば， 更に問題は複雑である151）。エスマンに代表される否定論

者にとっても，デュギに代表される肯定論者にとっても，下院の解散権は議

論の重大な焦点であった。前者に在っては，解散権と倒閣権とは，相互にカ

ウンターパートとして性格づけられるものであり，そうである限りにおいて

上院の倒閣権を否定する論理が―議院内閣制に内在的なものとして―説

得的な形で導出される。後者の議論においても，上院の倒閣権行使に対する

選挙人団の民主的統制の契機として下院の解散・総選挙が不可欠の制度的前

提とされていたのである。してみれば，何れの立場にとっても，5 月 16 日

事件以降の議院内閣制の跛行的展開は，それぞれの議論の説得力を大きく殺

いでいる。何れの学説も，提起された時点において既に，自身の論理の一貫

性を減じる現実政治動態の上で展開されなければならなかったのである。

中村教授は，理論的次元でも実践的次元でも格別の重大性を持つこの問題

に関して，「内閣の両院に対する責任」と「議院の倒閣権」とが一対一で対

応しているかという問題を設定したうえで，現実のフランス第三共和制政治

生活が如何なる慣行の下に展開していったかを確認することで，一定の評価

を結論づけている。中村教授は，1875 年 2 月 25 日憲法的法律第 6 条第 1 項

の「両院」規定を援用した元老院が，自らの意の儘に倒閣ができると主張し

ていた点に関して，次のように述べている。「この主張が成り立つには少く

も二つの事がその前提として確認されていなくてはならない。そもそも第一

に，右既定の『責任を負う』の中に，『場合によっては辞職を義務づけられ

る』（以下この内容を指して『辞職の義務づけ』と表記する）ということが

含まれ，しかも大臣の行為に違法性のあることを要件とせず，連帯的にその
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ような『責任』の追及が出来るということ。第二に，右規定が，大臣たちの

責任を負う相手方として，上院を含めているということである。すなわち，

これを逆に，上院による倒閣を否定する者の側から見れば，彼らは自分の主

張を通すのに，少くも右の二つの要件のいずれかを否定すれば良いことにな

る。」152） したがって，中村教授は「内閣が議院に対して負う責任」と「当該

議院の倒閣権」とを一対一で対応させる理解を自明のものとしてはいない。

ただし，結論としては，エスマン153），オーリウ154）を引くことで，「議院の倒

閣権」＝「辞職の義務付け」は「上院による倒閣の反対者をも含めて争いな

く承認されていたわけである。」155）と結論づけている。しかし，一方では，

大臣 「責任」 の 「原理」 を 「両院に対するもの」 として明示的に認めつつ，他

方では，それが如何に「サンクションされるか」という「制度」について指

示しない 1875 年 2 月 25 日憲法的法律第 6条第 1項の曖昧さについて，当代

の権威ある公法学説が必ずしも異口同音に「辞職の義務付け」を認めていた

訳ではない。ラフェリエールは「この義務について述べるのは無意味であ

る。なぜならかかる辞職義務は自然債務 sanction naturelle であり，政治責

任に必然的なものだからである。」156）と述べている。ドゥヴォーも，かかる

憲法規定は「それについてのサンクションが内閣の義務的・法的な辞職であ

るとは何ら述べていない。」157）と強調し，「辞職するという実態が存在するこ

と，これは事実である。しかし，かかる規範は純粋な慣習なのである。」158）

としたうえで，「我が実定憲法の採る方法は，善悪の問題とは全く別の事

柄，すなわち純然たる政治的時宜適合性 pure opportunité politique の問題

なのである。しかし，次の原則は否定しえない。すなわち，元老院に対して

は，1875 年の制憲者たちが間違いなく元老院に対して付与するのを望んで

いたであろうものよりも，より一層優越的な権力が与えられるに至っている

ということ，彼ら制憲者たちが創り出した議院内閣制の調和的運用に不可欠

な程度よりも一層優越的な権力が与えられるに至っているということであ

る。」159） つまり，ドゥヴォーが示唆するように，問題に対して最終的な回答

を下すのは，政治動態の実際である。
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果たして，第三共和制の政治生活全般においては，数多くの内閣が，元老

院による消極的表決の後で総辞職していた160）。第三共和制の比較的初期に

おいては，上院の倒閣権を巡る政治的紛議は，実際，しばしば観測されてい

た。元老院による倒閣権享受の既成事実化は，政治的紛議の中で形成されて

きたものである。最初期の事例として挙げられるのが，ブルジョワ Bourgeois

内閣の総辞職である161）。1896年春の元老院における不信任決議の後， 代議院

の支持を後ろ盾とする同内閣は，自身の責任は下院によってのみ追及される

と考え，辞職を拒否した。しかし，同内閣がマダガスカル駐屯軍の引き揚げ

に関する予算を要求した際，元老院はこれを奇貨として，改めて同内閣に対

する不信任を表明した。元老院の態度は当然，代議院を憤激させた162）。ブル

ジョワの後を襲ったジュール・メリーヌ Jules Méline も，代議院が直接普通

選挙によって選出されている事実に依拠することで，上下両院の相違を正当

化した。「確かに元老院も一般政策に対する嚮導について意思表示できる。

この権限は憲法第 6条が元老院に付与するところのものである。なぜなら，

同条は，大臣は両院に対して責任を負うと規定しているからであり，元老院

に対して，その大臣質問権 droit d’interpellation が疑義の対象となったこと

も一度としてないからである。とはいえ，このような元老院の権限はサンク

ションを欠落させたものである。一内閣が元老院の表決に対して抵抗しうる

ことに疑義の余地はない。」163） 以上のような代議院における政治アクターの

言説は， 学界における第二院の倒閣権否定論の線に忠実に沿うものであっ

た164）。しかし，両院の協働がない中での統治は困難であり，元老院を敵に回

した内閣は総辞職の途を選択せざるを得なかった。19 世紀の末期に前例が

作られたことで，その後，20 世紀のフランス公法学壇は，「ブルジョワ内閣

の瓦解は，元老院に対する大臣責任について，決定的な歴史的転回を記すこ

ととなった。元老院が倒閣権を有することに関する異論はこれ以降も依然と

して存在し続けたものの，しかし，この事件以降，元老院が倒閣を行うよう

になったことは明白である。」165）との見方を公然と述べるようになる。倒閣

権が両院によって行使される状況は，事実的領域において確立していった。
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1896 年の政治動態を目撃した同時代人，法学博士グリヴァス F. Grivaz は，

次のように記していた。「思うに，両院が内閣を退陣させうるのは，間接的

な仕方によるに他ならないことが証拠立てられたのである。つまり，両院の

消極的表決 vote de méfiance は，一切の法的サンクションを，正しく欠い

ている。……立法府は予算案を拒否できるし，大臣を訴追できる。後者の場

合，事柄は全く異なり，問題となっているのは政治責任ではなく刑事責任で

ある。したがって，内閣の退陣は，今再び，法規範に由来する帰結ではな

く，事物の本性に由来する帰結であることが示されたのである。つまり，大

臣責任は事実的問題であって，法的問題ではない。……ある内閣が両院の内

何れか一院において少数派に転落した際に問われてくる事柄はただ一つであ

る。すなわち，かかる事態に持ち堪えられるだけの強さを有していると内閣

自身が判断しうるか否か，ということである。さて，明らかにこの問いかけ

は不信任表決が代議院から出されたときと同様，元老院から出されたときに

おいても投げかけられるものである。」166）と記している。20 世紀に入ってか

らも，1913 年のアリスティド・ブリアン内閣，1925 年のエドゥアール・エリ

オ内閣，1930 年のアンドレ・タルデュー内閣，1932 年のピエール・ラヴァル

内閣，そして 1937 年，1938 年のレオン・ブルム内閣らの倒閣事案におい

て，元老院は倒閣実績を積み重ねていった167）。1875 年 2 月 25 日憲法的法律

第 6 条第 1 項の「両院 chambres」という表記は，正にその表記の通りの現

実政治上の慣行へと繋がっていった。エスマンらの主流公法学説の力説は，

実際の政治過程の中でも無視し得ない意義を有していたが，しかし，上院に

よる倒閣権否定論は，現実には力を持つに至らなかったのである。

結

糠塚康江は， 「第三 『共和制』 憲法の制定過程で， 革命の伝統に忠実な 『共

和制』とは別の，立憲君主制と制度的に結合する『共和制』の存在が明らか

にされた」168）ことを指摘する。つまり，糠塚の第三共和制制憲過程に対する
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研究は，1793 年憲法の系譜に属する「共和制」と 1791 年憲法の系譜に属す

る「共和制」が，第三共和制の制憲過程において，コミューンの「共和制」

とティエールの「共和制」との抗争という形で，それぞれの存在を顕在化さ

せた， と分析するのである169）。そして， 後者が前者を流血の末に制圧した実

績は，革命とテロルの恐怖を喚起するそれとは異なる，都市ブルジョワ層と

穏健王党派に受け容れ可能な「共和制」像を印象づけることで170），中央三

派の政体決定に向けての共同歩調を―決して絶対的なものではなく，むし

ろカジミール＝ペリエら中央右派の一部と中央左派の結合に重要性があるが

―実現ならしめた，と結論付けられるのである171）。

かようにして出来上がった共和制は，その体制の外皮・外枠において，世

襲の君主が不在であるという点において立憲君主制から差別化される形で性

格づけられる。そして，かかる体制の革新的性格は，外皮と内実の前例のな

い結合によって示されている。つまり，共和政体という外皮の下で，国家元

首無答責原則と大臣責任制から構成される執行権責任システムを採用した点

に，第三共和制の特質がある。体制の外皮の選択にあたって，政治的アク

ターを突き動かした動因が何であったかという問いに関しては，糠塚の研究

は， 明快な解答を与えている。1870～1875 年の政治動態の中で， 中道保守層

に受け容れ可能な「二つ目の共和制」像が析出したからである。極右と極左

の間での政治的動揺の中で安定を指向する中道右派は，視線を将来に向けて

次善の選択を行ったと考えて大過はないであろう。他方で，体制の内実の選

択にあたって政治的アクターを突き動かした動因が多少異なったものであっ

た可能性を， 本稿の行論は示唆することができる。まず， 政治的アクターは， 

ここでの選択に際して，視線を将来よりも直近の過去に向けた。国家元首

無答責原則を大臣衆の政治的有責原則によって裏書するというアプローチが

採用される過程では，情況的対応に情況的対応が重ねられたが，そこに，

1848～1870 年にかけての統治形態に対する自覚的反省を見出すことは難し

くない。政治的アクターが置かれていたフランス，すなわち国内は分裂し，

対外的には国威を失墜させたフランスの姿は，ナポレオン 3世の個人的政策
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の総決算に他ならなかった。執行権の長の有責制という「共和制の論理に忠

実な」共和制であった第二「共和制」が，結局，第二「帝政」に帰着した政

治的趨勢の中に身を置いていた当代の政治アクターにとって，ナポレオン 3

世の個人的権力と個人的責任が相互補完関係にあったという事実は，「新し

きフランス」の構築にあたって重く圧し掛かっていた。同時代人プレヴォ・

パラドルの理論が新憲法の統治制度に大々的に採用されたのも，それが演繹

的推論に基づく大理論家のグランド・セオリーではなく，どこまでも経験的

前提を同時代人と共有する政論家による実践的提言であったからに他ならな

い。1875 年憲法的諸法律によるフランス議院内閣制の成立は，1871 年 8 月

31 日法律，1873 年 3 月 13 日法律の延長線上に位置づけることによって初

めて，十分に理解することができる。政務を担当する権力―責任を分散・

集団化する試み（1871 年 8 月 31 日法律）にせよ，「最強の弁舌者 dictateur de 

la parole」 を黙らせ， 議場から締め出す試み172）（1873 年 3 月 13 日法律）にせよ， 

何れも優越的政治勢力の情況的戦術として採用されたものではあるが，しか

し，独任制権力の否定という強固な思念を一貫させた行動であった。

解散権の廃用をはじめ，第三共和制の統治構造の基本を形成する諸要素

が，成文憲法の規律の外側で，ア・ポステリオリに形成されてきた経緯があ

ることは周知の通りである。それ故，「フランス第三共和制以降，現在に至

るまでのフランス憲法秩序の現実の有様も，政治諸力の動態を考察すること

でしか十分な分析は不可能である。しかし，そこで政治的拘束力をもつ憲法

習律は，規律されるべき政治アクターの合意によって初めて―ときに法の

規律を迂回しつつ―生み出される点で，不可避的に droit politique として

の性質をもつ」173）ことが，フランスにおける憲法習律論を論じるうえで，ま

た，憲法の 「政治法」 としての性格を強調するうえで， 主張される。とりわ

けフランス憲政史の観察から導き出される省察が，「憲法典のみに着眼する」 

のは「ナイーヴな憲法論」であるとの謂い174）に対して同意を与えるのは凡

そ疑いがない。ただし，歴史的形成物として「政治法」の性格を特に強く帯

びる大臣責任・執行権責任の制度的規律の問題について検討してみると，第
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三共和制憲法それ自体が，「成文化された憲法習律」であったことが強く示

唆されるのである。1870 年以降僅々 5 年の間に， 政治アクターは 「独任制執

行機関の有責制の否定」 「大臣衆による集団的・政治的責任」 が望ましい 「憲

法秩序」＝「議院内閣制的共和制」を形成するという法的確信を形成した。

この形成過程において，1860 年以降の自由帝政が育んだ自由主義学派の思

想的所産が与って力があったことは，既述の通りである。

本稿は，第三共和制がその最初期において，憲法制度としての大臣責任制

を如何なる形で構想・構築したかという問題について，その周辺も含めて素

描したものに過ぎない。上述の通り，第三共和制の憲法構造が，体制の運営

過程において，多分に「習律」的性格を濃くしたことに鑑みれば，体制の

「原意」 を探る本稿の行論に加えて， 体制の 「実体」 を知るための， 後の憲政

過程に対する分析が不可欠である。また，第三共和制制憲過程を，政治アク

ターの情的対応の連続として描出するだけでは，憲政史的視角における適切

な把握を逸することとなる。議会多数派にとって，その能力が必要であると

同時に厄介であった「最強の弁舌者」ティエールを議場から締め出すという

議院内閣制的解法は， 結局， 2008 年 7 月 23 日の第五共和制憲法改正175）―

同改正によって共和国大統領は議会に出席して発言することが可能となっ

た―まで持続する，フランス憲政史上の伝統を形成することとなった。し

てみれば，本稿の行論は，更に広汎なパースペクティブの下に問題意識を再

定位させたうえでの再論を要請するものということになろう。かかる再論を

他日に期しつつ，筆を擱くこととしたい。

　 注

 1）　 大臣弾劾制については，我が国においても既に美濃部達吉が「フランスに於いて

も，一七九一年の革命憲法以来，内閣の議会に對する政治上の責任を認めて居た憲

法であると否とを問はず，絶えず，此の制度を認めて居る。」と指摘していた通り，

むしろ第三共和制の時点においては，アメリカとは異なり「イギリスと同様に，純

然たる刑事裁判」として行われる大臣責任追及形態こそが，フランスにおける古典

的・正統的な法制度であった。美濃部達吉『議會制度論』（日本評論社，1930 年）

325～326 頁。
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jours (éd 1899), Hachette BNF, 2014, originairement éditionné par Société française 

d’éditions d’art, Paris en 1899 ;  山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de 

Justice ―フランスにおける政治的裁判のための憲法的機構の考察―（一）（二）

（三）（四・完）」国家学会雑誌第 74 巻第 3 号， 4 号， 7 号， 8 号 （1961 年），橋爪英輔

「フランス憲法における閣僚裁判権―高等法院制度の展開と特徴」法学政治学論究

（法律・政治・社会）第 107 巻（2015 年）など。なお，本稿筆者も，第三共和制期

の大臣弾劾制の理論と動態に関して，小論を試みたことがある。拙稿「第三共和制
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と検討」早稲田法学会誌第 65 巻第 1号（2014 年）。

 3）　辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂，2012 年）59 頁。

 4）　F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, p. 392.

 5）　以下，政治的動態に関して行論するに際して，糠塚康江「第三共和制憲法の成立

と二つの『共和制』（一）」関東学院法学第 2巻第 1・2合併号（1993 年）81～125 頁

を多く参考とした。

 6）　この点につき，F. Goguel, La politique des partis sous la Troisième République, préf. 

R. Rémond, Editions André Sauret, 1973, vol. I, pp. 48–49.

 7）　768名の議員の内，400名は王党派が占めており，この保守派はレジティミスト―

ブルボン王家復辟に拘る正統王朝派―とオルレアニスト―大革命の原理にさえ
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